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本日の説明項目…

１ インボイス制度の概要

２ インボイスの記載事項

３ 売手の留意点（インボイス発行事業者の義務等）

４ 買手の留意点（仕入税額控除の要件）

５ 税額計算の方法等
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インボイス制度とは

＞ 令和５年10月１日に開始された、複数税率の下で適正な課税を確保する

ための仕入税額控除の方式です。

消費税の納税額計算

＞ 売上げの消費税額 － 仕入れの消費税額 ＝ 消費税額
（仕入税額控除）

仕入税額控除の要件

＞ 一定の事項を記載した帳簿及びインボイスなどの請求書等の保存が仕入税

額控除の要件となります。

～令和５年９月

【区分記載請求書等保存方式】

令和５年１０月～

【インボイス制度】

帳簿
一定の事項が記載された

帳簿の保存
区分記載請求書等保存方式

と同様

請求書等
区分記載請求書等

の保存
インボイス 等

の保存

ここが
変わります

＞ インボイスを交付することができるのは、税務署長の登録を受けた
「インボイス発行事業者」に限られます。

１ インボイス制度の概要
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【区分記載請求書等保存方式】

【記載事項】

① 請求書発行者の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引の内容

④ 税率ごとに区分して合計した

対価の額（税込）

⑤ 軽減税率の対象品目である旨

⑥ 請求書受領者の氏名又は名称

請求書
○○㈱御中

㈱△△

●年■月分 請求金額 43,600円

■月１日 割りばし 550円
■月３日 牛 肉 ※ 5,400円

合 計 43,600円

（10％対象 22,000円）
（８％対象 21,600円）

※は軽減税率対象

【イメージ】

（ポイント）

・ 受領した請求書に④・⑤の事項がなければ自ら
“追記”が可能

・ 免税事業者でも発行可能

・ 区分記載請求書の“交付義務”はありません

【イメージ】

請求書
○○㈱御中

㈱△△（Ｔ1234…）

●年■月分 請求金額 43,600円

■月１日 割りばし 550円
■月３日 牛 肉 ※ 5,400円

合 計 43,600円

10％対象 22,000円 内税 2,000円
８％対象 21,600円 内税 1,600円

※は軽減税率対象

（ポイント）

・ 交付するインボイスは、これまでの請求書や領
収書に記載事項を追加するイメージ（受領者による
“追記”は不可）

・ 免税事業者は発行不可（発行するには課税事業
者となり税務署長の登録を受ける必要）

・ 登録した事業者は、買手の求めに応じてインボ
イスの交付義務・写しの保存義務が発生します

～令和５年9月

【記載事項】

区分記載請求書に以下の事項
が追加されたもの

① 登録番号
《課税事業者のみ登録可》

② 適用税率

③ 消費税額

【インボイス制度】

令和５年10月～

※ 不特定多数の者に対して販売等を

行う小売業、飲食店業、タクシー業

等に係る取引については、インボイ

スに代えて、簡易インボイスを交付

することが可能。

２ インボイスの記載事項

・ 名称は問わない
・ 複数書類を合わせて記載事項
を満たすことが可能

～～
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２ インボイスの記載事項

記載に当たっての留意点

○ インボイスとは、一定の事項が記載された請求書、納品書等これらに類するものをいいますが、一の

書類のみで全ての記載事項を満たす必要はありません。

○ 例えば、請求書と納品書など、相互の関連が明確な複数の書類全体で記載事項を満たしていれば、こ

れら複数の書類を合わせて一のインボイスとすることが可能です。

複数の書類による対応Point

【例：請求書と納品書で記載事項を満たす場合】

①

④

⑤

⑥

②

③

納品書番号
（関連の明確化）

① インボイス発行事業者の氏名又は名称及び

登録番号

② 取引年月日

③ 取引内容（軽減税率の対象品目である旨）

④ 税率ごとに区分して合計した対価の額

（税抜き又は税込み）及び適用税率

⑤ 税率ごとに区分した消費税額等

⑥ 書類の交付を受ける事業者の氏名又は名称

記載事項

登録番号 Ｔ1234567890123
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３ 売手の留意点（インボイス発行事業者の義務）

○ インボイスの交付
取引の相手方（課税事業者）の求めに応じて、インボイス（又は簡易インボイス）を交付する

○ 返還インボイスの交付
返品や値引きなど、売上げに係る対価の返還等を行う場合に、返還インボイスを交付する

（注）売上げに係る対価の返還等の金額が１万円未満の場合を除く。【R５税制改正】

○ 修正したインボイスの交付
交付したインボイス（又は簡易インボイス、返還インボイス）に誤りがあった場合に、修正したインボイス（又は簡易

インボイス、返還インボイス）を交付する

○ 写しの保存
交付したインボイス（又は簡易インボイス、返還インボイス）の写しを保存する

＞ インボイス発行事業者には、原則、以下の義務が課されます。

※ インボイス発行事業者が、偽りの記載をしたインボイスを交付することは、法律によって禁止されており、違反した場合の罰則
も設けられています。

売手
（インボイス発行事業者） 軽減税率対象品目の販売の有無にかかわらず、

求めに応じてインボイス交付義務が生じます

交付したインボイスの写し
の保存が必要となります。

買手

※ 業務を委託する事業者（委託者）が媒介又は取次ぎに係る業務を行う者（媒介者等）を介して行う課税資産の譲渡等について、

委託者及び媒介者等の双方がインボイス発行事業者である場合には、一定の要件の下、媒介者等が、自己の氏名又は名称及び登

録番号を記載したインボイスを委託者に代わって交付することも可能。

電磁的記録による提供も可
能です（電子インボイス）
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○ インボイス制度においては、原則として帳簿とインボイスなどの請求書等の保存が仕入税額控除の要件と
なる。また、インボイス発行事業者（売り手）は、課税事業者の求めに応じて、インボイスの交付義務が生
じる。

○ ただし、事業の性質上、インボイスを交付することが困難な一定のものは、インボイスの交付義務が免除
される。

○ また、インボイスの交付を受けることが困難な一定の場合は、（売り手のインボイス交付義務の有無にか
かわらず）買い手は一定の記載をした帳簿のみ保存で仕入税額控除が可能となる。

＜適格請求書の交付義務免除＞

○ 卸売市場に委託して行う生鮮食料品等の譲渡

○ 農協等における無条件委託・共同計算による
農林水産物の譲渡

○ 3万円未満の公共交通機関による旅客の運送

○ 3万円未満の自動販売機による販売

○ 郵便切手を対価とする郵便サービス

＜卸売市場、農協等が発行した書類の保存＞

○ 卸売市場、農協等から行う一定の農林水産物の仕入

＜帳簿のみ保存＞

○ １万円未満の課税仕入れ【R５税制改正】
※ 基準期間の課税売上高が１億円以下又は特定期間の課税売上高

5,000万円以下である事業者に限る。（令和11年９月30日までの
取引）

○ 3万円未満の公共交通機関による旅客の運送

○ 3万円未満の自動販売機による購入

○ 郵便切手を対価とする郵便サービス

○ インボイス発行事業者が発行した入場券等で使用時
に回収されるもの

○ 古物商や質屋等が仕入れる古物、質物等

○ 従業員等に支給する出張旅費等

＜売り手の特例＞ ＜買い手の特例＞

下３つは、売り手のインボイス交付義務は免除さ
れないが、買い手は帳簿のみ保存で仕入税額控除
が可能

４ 買手の留意点（インボイス制度における特例）
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４ 買手の留意点（インボイス制度における帳簿の記帳）

＞ インボイス制度後における帳簿については、基本的に区分記載請求書等保存方式から変更
はない

帳簿の記帳

総勘定元帳（仕入れ） (株)○○

月日 摘要 借方 貸方

11 2 (株)△△ 雑貨 22,000

11 2 (株)△△ 食料品 ※ 21,600

… … … …

【記載事項】

① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容（軽減税率対象の場合、その旨）

④ 対価の額

【税込経理】

総勘定元帳（仕入れ） (株)○○

月日 摘要 借方 貸方

11 2 (株)△△ 雑貨 20,000

（仮払消費税等） （2,000）

11 2 (株)△△ 食料品 ※ 20,000

（仮払消費税等） （1,600）

… … … …

【税抜経理】

※は軽減税率対象

※は軽減税率対象
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４ 買手の留意点（特殊な場合の帳簿の記載）①

＞ インボイスの保存が不要とされる特例の対象となる仕入れについては、帳簿に「課税仕入れの相手

方の住所又は所在地(注)」「特例の対象となる旨」の記載が必要となる

インボイス保存不要特例の対象取引

総勘定元帳（旅費交通費） (株)○○

XX年
摘要 借方 貸方

月 日

11 2 △△タクシー 1,700

（仮払消費税等） （170）

11 2 ＪＲ東日本 運賃 ◆ 600

（仮払消費税等） （60）

… … … …

【税抜経理】

◆はインボイス不要特例（公共交通機関特例）対象

① 課税仕入れの相手方の氏名又は名称

② 取引年月日

③ 取引内容（軽減税率対象の場合、その旨）

④ 対価の額

⑤ 課税仕入れの相手方の住所又は所在地(注)

⑥ 特例の対象となる旨

（注）国税庁長官が指定する者に係るものであ
る場合、記載不要

⇒ 公共交通機関特例の対象事業者は、国
税庁長官が指定する者に当たるため、帳
簿に住所又は所在地の記載は不要となる

【記載事項】
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４ 買手の留意点（特殊な場合の帳簿の記載）②
インボイス保存不要特例の対象取引（自販機特例・回収特例）

総勘定元帳（会議費）

XX年
摘要 借方

月 日

2 8 ○○市 自販機 飲料※ 3,000

･･･

･･･

･･･

･･･

※は軽減税率対象品目

不要

結果として、

２ ８ 自販機 飲料※ 3,000

令和５年10月１日以降の取引から、

住所等の記載は不要となる。

○ 会議の際に提供する飲料（１本150円）を自動販売機で
20本（3,000円）購入した場合

○ 従業員の福利厚生目的で〇〇施設の入場券（１枚2,000円）
を４枚（8,000円）購入した場合

総勘定元帳（福利厚生費）

XX年
摘要 借方

月 日

2 8 ◆◆市 〇〇施設入場券 8,000

･･･

･･･

･･･

･･･

不要

２ ８ 〇〇施設入場券 ８,000

このような記載になるが、ここでいう「自販機」

「〇〇施設入場券」という記載は「課税仕入れの

相手方の氏名又は名称」及び「特例の対象となる

旨」の双方を表すものとなる。

一定の事項が記載された帳簿のみの保存により仕入税額控除が認められる自動販売機及び
自動サービス機による課税仕入れ並びに使用の際に証票が回収される課税仕入れ（３万円未
満の少額なものに限る。）については、帳簿への住所等の記載が不要とされた。

なお、令和５年10月１日以後に行われる上記の仕入れについて、運用上、記載がなくとも
改めて求めないこととされた。

○ 帳簿への住所等記載不要【R６年度改正】
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＞ 一定規模以下の事業者が行う課税仕入れに係る支払対価の額が１万円未満の取引も帳簿のみの保存で仕入

税額控除が認められています（経過措置） 。

○ 基準期間※１の課税売上高が１億円以下又は特定期間※２の課税売上高が5,000万円以下の事業者が、令

和５年10月１日から令和11年９月30日までの間に行う課税仕入れについて、その金額が税込１万円未満

であるものについては、一定の事項を記載した帳簿のみを保存することで仕入税額控除が可能です。

※１ 原則として、個人事業者は前々年、法人は前々事業年度

※２ 原則として、個人事業者は前年の１月１日から６月30日までの期間、法人は前事業年度開始の日以後６月の期間

○ 令和11年10月１日以後については、課税期間の途中であっても、この特例の適用はありません。

○ １万円未満の判定単位は、課税仕入れに係る１商品ごとの金額により判定するのではなく、一回の取引の

課税仕入れに係る金額（税込み）が１万円未満かどうかにより判定します。

※ 当該経過措置の適用に当たっては、帳簿に「経過措置（少額特例）の適用がある旨」を記載する必要はあ

りません。

４ 買手の留意点

区分記載請求書等保存方式との相違点

○ 区分記載請求書等保存方式では、「３万円未満の課税仕入れ」及び「請求書等の交付を受けなかっ

たことにつきやむを得ない理由があるとき」は、一定の事項を記載した帳簿の保存のみで仕入税額控

除が認められる旨が規定されていますが、インボイス制度の開始後は、この規定は廃止されています。

Point
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○ インボイス制度の開始後は、免税事業者や消費者など、インボイス発行事業者以外の者（以下「免

税事業者等」といいます。）から行った課税仕入れは、原則として仕入税額控除の適用を受けること

ができません。

○ ただし、制度開始後６年間は、免税事業者等からの課税仕入れについても、仕入税額相当額の一定

割合を仕入税額として控除できる経過措置が設けられています。

免税事業者等からの課税仕入れに係る経過措置

４ 買手の留意点(免税事業者との取引）

※ この経過措置による仕入税額控除の適用に当たっては、免税事業者等から受領する区分記載請求書等と同様の事項が記載された請求書等の保存と
この経過措置の適用を受ける旨（80％控除・50％控除の特例を受ける課税仕入れである旨。）を記載した帳簿の保存が必要です。

開始インボイス制度の開始
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〇 仮払消費税等の額の経理方法

＞ インボイス発行事業者以外の者からの仕入れについて、経過措置（80％・50％控除）の対象となることを

踏まえ、税抜経理を行う事業者においては、インボイス制度導入前の仮払消費税等の額の80％・50％相当

額を仮払消費税等の額とし、残額を仕入れ等の価額として所得税や法人税の所得金額の計算を行うのが原則

（簡易課税制度や２割特例の適用がある事業者も同様）。

インボイス発行事業者以外の者からの仕入れ（経過措置対象仕入れ）

総勘定元帳（仕入れ） ㈱○○

月 日 摘要 借方

11 3 ㈱◇◇ 雑貨 80％対象 30,600

（仮払消費税等） (2,400)

税込価額：33,000円

仕入れ：30,600円

仮払消費税： 2,400円

差額（仮払消費

税の20％分）を

本体価額に算入

×10/110

×80％

＞ 令和６年度税制改正の大綱を受け、法令解釈通達が改正され、以下の方法も認められることとなった（令

和５年10月１日以降の取引について適用が可能）。

全事業者

仮払消費税等を計上しない方法

総勘定元帳（仕入れ） ㈱○○

月 日 摘要 借方

11 3 ㈱◇◇ 雑貨 80％対象 33,000

（仮払消費税等） (0)

経過措置の対
象である旨※1

簡易課税・２割特例適用者のみ

インボイス制度導入前と同様の額の仮払
消費税等を計上する方法

総勘定元帳（仕入れ） ㈱○○

月 日 摘要 借方

11 3 ㈱◇◇ 雑貨 80％対象 30,000

（仮払消費税等） (3,000)
経過措置の対象
である旨は不要

継続適用
が要件

⇒ 結果、受領した請求書等が適格請求書か否かの確認は不要となる。
経過措置の対
象である旨※２

※１ 簡易課税制度や２割特例の適用がある事業者については、消費税の計算上、

経過措置の適用はないため、「経過措置の対象である旨」の記載は不要

※２ 仮払消費税等の計上はないものの、消費税の計算上、経過措

置を適用するのであれば、「経過措置の対象である旨」の記載

は必要（簡易課税制度や２割特例の適用がある事業者は不要） 17



５ 税額計算の方法等

① インボイスに記載のある消費税額等を積み
上げて計算する「積上げ計算」※

② 適用税率ごとの取引総額を割り戻して計算
する「割戻し計算」

＞ 令和５年１０月１日以降の売上税額及び
仕入税額の計算は、「積上げ計算」又は
「割戻し計算」を選択できます。

【積上げ計算】

インボイスに記載した消費税額等の合計額に

78/100を掛けて消費税額を算出する方法で

す（インボイス発行事業者のみ可）。

《 売上税額 》 《 仕入税額 》

【積上げ計算】※

インボイスに記載された消費税額等の合計額

に78/100を掛けて消費税額を算出する方法

です。

【割戻し計算】

税率ごとに区分した課税資産の譲渡等の税込

価額の合計額から算出したそれぞれの課税標

準額に、7.8/100（軽減税率対象の場合は

6.24/100）を掛けて計算する方法です。

【割戻し計算】

税率ごとに区分した課税仕入れに係る支払対

価の額の合計額に、7.8/110（軽減税率対象

の場合は6.24/108）を掛けて計算する方法

です。

仕入税額は
「積上げ計算」
のみ適用可

仕入税額は
いずれか選択可

税額計算の方法

※ 仕入税額の積上げ計算の方法として、課税仕入れの都度、課税仕入れに係る支払対価の額に110分の10（軽減税率の

対象となる場合は108分の８）を乗じて算出した金額（１円未満の端数が生じたときは、端数を切捨て又は四捨五入しま

す。）を仮払消費税額等などとし、帳簿に記載（計上）している場合は、その金額の合計額に100分の78を掛けて算出

する方法も認められます（帳簿積上げ計算）。
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○ インボイス制度を機に、免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場合の負担軽減を
図るため、納税額を売上税額の２割に軽減する特例。

○ 令和５年10月１日から令和８年９月30日までの日の属する課税期間において適用すること
ができるため、例えば、制度開始からインボイス発行事業者となった個人事業者については
最大４回分の申告で適用することが可能。

○ 業種にかかわらず、売上・収入を把握するだけで消費税の申告が可能となることから、消
費税の計算にあたって経費を集計する必要もなく、また、交付を受けたインボイスの保存も
不要。

※ 免税事業者がインボイス発行事業者となったこと等により事業者免税点制度の適用を受けられないこととなる
者を対象とし、インボイス制度の開始から令和８年９月３０日の属する課税期間まで適用できることとする。

２割特例の概要

２割特例の適用期間イメージ（個人事業者又は12月決算法人の例）

〇 小規模事業者に対する納税額に係る負担軽減措置（２割特例）

経過措置

３年間

19



２割特例は、インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者になられた
事業者の方が対象。

つまり…

○ インボイス発行事業者でない課税事業者
○ 次に掲げる場合などのようにインボイス制度と関係なく課税事業者となる者

・ 基準期間における課税売上高が1,000万円を超える事業者

・ 資本金1,000万円以上の新設法人
・ 調整対象固定資産又は高額特定資産の取得により免税事業者とならない事業者

○ 上記に加え、課税期間の特例の適用を受ける場合も、本特例は適用できません。

次のような場合は、２割特例を適用することができません

【例】免税事業者である個人事業者が、令和5年10月１日から登録を受けた場合における同日以後の適用関係

（基準期間の課税売上高のみを考慮している）

年分 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年 令和７年 令和８年

課税売上高 900万円 1,100万円 800万円 1,200万円 900万円 1,000万円

適用の可否 ― ― 適用可 適用不可 適用可 適用不可

【２割特例を適用できる・できない課税期間】

※ 基準期間における課税売上高が１千万円を超える課税期間等については、２割特例の適用を受けることができない。

〇 ２割特例の留意点
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インボイス発行事業者の「2割特例」適用可否フローチャート

２割特例を適用することはできません

・ 一般課税（インボイスの保存が必要）

・ 簡易課税（仕入れに係る消費税について実額計算不要）※

のいずれかの方法により、申告を行います。

※  原則、課税期間の開始前に「簡易課税制度選択届出書」の提出が必要です。

次の金額がいずれも1,000万円以下

・ 基準期間の課税売上高

⇒個人事業者：2年前 法人：原則、２事業年度前

・ 特定期間の課税売上高※

⇒個人事業者：前年の１月から６月

法人：原則、前事業年度開始の日から６月の期間

※ 課税売上高に代えて、給与等支払額の合計額により

判定することもできます。

基準となる売上げの状況

２割特例を適用可能
事前に届出等の必要なく、申告書の所定欄に「〇」をつける
だけ。仕入れに係る消費税額について実額計算不要。

２割特例とは？

２割特例は、インボイス制度を機に免税事業者からインボイス発行事業者となった事業者の方を対象に、消費税の納付税額を売上げに係る

消費税額の２割とすることができる特例です。 （令和５年10月１日から令和８年９月30日の属する課税期間において適用可能です。）

START

インボイス発行事業者の登録を受けている。

対象期間

NO

・ 「消費税課税期間特例選択届出書」の提出

により課税期間を短縮していない。

・ 高額な資産を仕入れたことにより課税事

業者となっていない。

・ そのほか、個人事業者であれば相続、法人

であれば合併・分割の特例により課税事業

者となる場合など２割特例を適用できな

い場合※に該当しない。

※ 具体的にはインボイスＱＡ問115《２割特例の適用

ができない課税期間①》をご参照ください。

YES

（令和６年４月版）

届出状況

「消費税課税事業者選択届出書」
の提出により令和５年９月30日
以前から課税事業者となってい
ない。

Y
E
S

そのほかの要件

２割特例を適用することはできません

※免税事業者の方は消費税の申告義務はありません。

NO

NO

令和５年10月１日を含む課税
期間ではない。

Y
E
S

Y
E
S

NO

NO

YES

21

https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/zeimokubetsu/shohi/keigenzeiritsu/pdf/qa/01-01.pdf


○ 事前の届出は不要。

※ 確定申告書に付記するだけ。

○ ２年間の継続適用の縛りは無い。

○ 申告時に、簡易課税 or 本則課税

とも選択適用が可能。

【消費税申告書】

申告書における
付記のイメージ

〇 ２割特例の適用に当たっての手続と申告

○ 適用に当たっての手続は、確定申告書に付記する（チェックを付ける）のみで、事前の届出が不要。

○ したがって、申告時に、【本則課税 or ２割特例】又は【簡易課税 or ２割特例】の選択が可能。

この欄に「〇」をつけるだけ
22



Qクレジットカードでの仕入れは、クレジットカード利用明細書の保存でよいですか？

インボイス制度開始後において特にご留意いただきたい事項

クレジットカード利用の場合

✓ クレジットカード利用明細書は、一般的にインボイス記載事項を満たす書類には該当しないため、その保存のみで
仕入税額控除はできません。

クレジットカード
利用明細書等 クレジットカード

利用明細書

クレジット払い
消費税法上の「請求書等」（簡易インボイス）

に該当し、これを保存することで、仕入税
額控除できる

従前より、クレジットカード利用明細書
の保存では、仕入税額控除できない

購入時の
領収書等

☞ ただし、例えば、少額特例の対象となる取引や、公共交通機関特例、出張旅費等特例など、インボイス保存不要で
仕入税額控除が可能となる特例の対象となる取引については、クレジットカード利用明細書等に基づいて仕入税額
控除に係る処理を行ったとしても問題ありません。

☞ ただし、例えば、少額特例の対象となる取引や、公共交通機関特例、出張旅費等特例など、インボイス
保存不要で仕入税額控除が可能となる特例の対象となる取引については、クレジットカード利用明細
書に基づいて仕入税額控除に係る処理を行ったとしても問題ありません。

☞ また、ETCの利用に係るクレジットカード利用明細書は、ETC利用照会サービスからダウンロードした利用証明書
（高速道路会社等ごとに任意の一取引）と合わせることで、簡易インボイスの記載事項を満たすものとなるので、そ
の場合は、保存が必要になります。

クレジットカード
利用明細書等

ETCの利用

クレジットカード
利用明細書

ダウンロードした利用証明書
（高速道路会社等ごとに任意
の一取引）

これらを合わせて保
存することで、仕入税
額控除できる
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インボイス制度に関するお問い合わせ先

○ インボイス制度についてさらに詳しくお知りになりたい方は、国税庁ＨＰの「インボ

イス制度特設サイト」をご覧ください（インボイス制度に関する取扱通達やQ＆Aなどを

掲載しています。）。

インボイス制度特設サイトへ

※ インボイスQ&A…「消費税の仕入税額控除制度における適格請求書等保存方式に関する

Q&A（平成30年６月）（令和６年４月改訂）」

○ 税務相談チャットボット（インボイス制度）

ご質問内容をメニューから選択するか、文字で入力いただくと、

AI（人工知能）を活用して、「税務職員ふたば」が自動でお答えします。

上記「インボイス制度特設サイト」からもご利用いただけます。

○ インボイスコールセンター（インボイス制度電話相談センター）

専用ダイヤル 0120-205-553（無料） 【受付時間】９：00～17：00（土日祝除く。）

インボイス制度及び軽減税率制度に関する一般的なご質問を受け付けています。

※ 個別相談（関係書類等により具体的な事実等を確認する必要のある相談）を希望される方は、所轄の税務

署への電話（音声ガイダンスに沿って「２」を押してください。）により、面接日時等をご予約いただくよ

うお願いします。

税務職員ふたば

チャットボットの
ご利用はこちらから

※ 消費税の一般的な事柄及び手続については、「消費税のあらまし」等をご覧ください。

インボイス制度に関するお問合せ先
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売手
買手

インボイス制度への事前準備の基本項目チェックシート

売上税額
10,000円
（10％）

仕入税額
10,000円
（10％）

インボイスにより、売手と買手の

税率と税額の認識を一致させる

令和５年10月１日～インボイス制度の概要

◆ 令和５年10月１日にインボイス制度が開始されました。インボイス発行事業者になる場合は、登
録申請手続を行う必要があります。現在、消費税の免税事業者である方を含め、ご自身の事業の内
容などに応じて、登録の要否など、インボイス制度にどのように対応するかご検討ください。
登録申請手続の詳細は、インボイス制度特設サイトの「申請手続」をご確認ください。

買手の求めに応じインボイスを交付
※ 事前にインボイス発行事業者の登録手続が必要
※ 課税事業者のみ発行が可能

インボイスを保存して

仕入税額控除を適用

① 国税庁「インボイス制度特設サイト」

インボイス制度に関する説明会の開催案内や制度の概要に関する各種資料等を掲載しています。

② 「免税事業者及びその取引先のインボイス制度への対応に関するＱ＆Ａ」

免税事業者の方や、取引先が免税事業者である場合の対応に関する考え方について独占禁止法や

下請法等を踏まえた解説をしています。

③ インボイス制度への対応に関連する補助金

インボイス制度への対応に当たり、補助金等各種支援策があります。

適用条件や内容について、詳しくはリーフレットをご参照ください。

国税庁

ホームページへ

公正取引委員会

ホームページへ

①

②

申請手続

◆ 本チェックシートは、インボイス発行事業者の登録を受けるかの判断や、登録を受ける場合の事前準備など
の参考としていただくために、基本的な項目をまとめたものです。以下も併せてご参照ください。

令和４年９月

（令和６年４月

改訂）

③ 各種支援策のご案内
リーフレットへ

※ 制度開始後であっても、インボイス発行事業者の登録を受けることは可能です。

なお、免税事業者の方は登録を希望する日（申請書の提出日から15日以後の日）から登録を受けることができます。
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□ 売上先がインボイスを必要とするか検討しましょう
〇 消費者や免税事業者、簡易課税制度を選択している又は２割特例※1により申告する課税事業者である売上先は、インボイス

を必要としません。※1 納付税額を売上税額の２割とする特例

〇 上記以外の課税事業者である売上先は、仕入税額控除のために貴社が交付するインボイスの保存が必要※2ですが、制度開始
から6年間は、免税事業者からインボイスの交付を受けられずとも、仕入税額の一定割合(80％・50％）を控除できます。
※2 一定規模以下の事業者においては、課税仕入れに係る支払対価の額が１万円未満の取引は、

帳簿のみの保存で仕入税額控除ができる（少額特例）ため、インボイスの保存は必要ありません。

〇 売上先の数が少ない場合は、売上先に直接相談することも考えられます。

□ 登録を受けた場合・受けなかった場合について検討しましょう
〇 登録を受けた場合、売上先がインボイスを求めたときは、記載事項を満たしたインボイスを交付する必要があります。

〇 現在免税事業者の方であっても、登録を受けると、課税事業者として申告が必要となります（２割特例や簡易課税制度を適用

することで、仕入税額の計算や仕入税額控除のための請求書等の管理等に関する事務負担の軽減を図ることができます）。

〇 登録を受けている間は、基準期間の課税売上高が1,000万円以下となっても免税事業者となることはなく、課税事業者として

申告が必要となります。

〇 登録を受けなかった場合、インボイスを交付できませんが、売上先は、制度開始から6年間は仕入税額の一定割合(80％・

50％）が控除できる経過措置が適用できます。なお、この期間の終了後は、貴社からの仕入について仕入税額控除ができなく

なります。また、登録を受けない場合でも、インボイスに該当しない請求書等は交付できます。

□ 登録を受ける場合は、登録申請書を提出しましょう
〇 登録を受ける場合は、登録申請手続を行う必要があります。e-Taxによる登録申請手続をぜひご利用ください。

〇 個人事業者における屋号や主たる事務所等の所在地など、一定の事項を申出により併せて公表できます。

自社 売上先登録する

ＯＲ

登録しない

まずはインボイス発行事業者の登録要否の判断から･･･

インボイス制度への事前準備の基本項目チェックシート（登録編）

・インボイス発行事業者の登録を受けるかどうかは事業者の任意です。
・現在免税事業者の方であっても、事業の内容などに応じて、登録を受けるか検討しましょう。

令和５年度税制改正
（２割特例・少額特例）

関係
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インボイス制度への事前準備の基本項目チェックシート（売手編）

□ 取引ごとにどのような書類を交付しているか確認しましょう
〇 雑収入等も含め、売上先が事業者である取引についてインボイスの交付が求められる取引かどうか併せて確認しましょう。

〇 インボイスは、請求書、領収書など名称は問いません。また、電子データでの提供や、手書きでの交付も可能です。

〇 都度「納品書」の交付か、月締め「請求書」の交付か、レシート・手書き領収書の交付があるかなど確認しましょう。

□ 交付している書類等につきどう見直せばインボイスとなるか検討しましょう
〇 インボイスは、登録番号、適用税率、消費税額等の記載が必要となります。

〇 消費税額に１円未満の端数が生じた場合「１のインボイス当たり税率ごとに１回」端数処理を行うことになります。

〇 相互に関連する複数の書類で記載事項を満たすことも可能です。

〇 売上先が作成する「仕入明細書」「支払通知書」などにより支払いを受けている場合、売上先は、これらの書類により仕

入税額控除を適用することもできます。この場合、貴社は売上先にあらためてインボイスの交付は不要です。

〇 何をインボイスにするか、どう交付するか、システム改修等も含めて考えましょう。

□ 売上先に登録を受けた旨やインボイスの交付方法等を共有しましょう
〇 登録を受けた旨や何をインボイスとするか、交付方法等について、貴社と売上先で認識を共有することが円滑な準備に

とって重要です。貴社も準備を行っていると伝えれば、継続的な取引関係のある売上先の安心につながるとも考えられます。

□ インボイスの写しの保存方法や売上税額の計算方法を検討しましょう
〇 写しの保存は、コピーに限られません。電子データや一覧表形式、ジャーナル、複写式の控えなども認められます。

〇 売上税額の計算方法は、割戻計算と積上計算があります。(売上税額を積上計算すると仕入税額も積上計算が必要です。)

□ 必要に応じて価格の見直しも検討しましょう
〇 それまで免税事業者だった方は、商品やサービスの価格について消費税を加味して見直しましょう。

次に売手としての準備に取りかかりましょう

自社
売手として
の準備

買手として
の準備

売上先仕入先
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インボイス制度への事前準備の基本項目チェックシート（買手編）

その次に買手としての準備に取りかかりましょう

自社
売手として
の準備

買手として
の準備

売上先仕入先

□ ２割特例や簡易課税制度を適用するかを確認しましょう

〇 ２割特例や簡易課税制度を適用する場合、仕入税額控除のためにインボイスの保存は不要です（よって、以下の項目は検討不要）。

□ 自社の仕入れ・経費についてインボイスが必要な取引か検討しましょう

〇 継続的でないような一度きりの取引、少額な取引についても原則としてインボイスの保存が仕入税額控除の要件となります。

〇 ３万円未満の公共交通機関や従業員に支払う日当や出張旅費、通勤手当などインボイスの保存が不要となる特例もあります。

〇 一定規模以下の事業者は、１万円未満の取引について帳簿のみの保存で仕入税額控除が受けられるため、インボイスの保存
が不要です（ただし、経過措置終了後である令和11年10月１日以降の取引は、インボイスが必要となります）。

□ 継続的な取引については、仕入先から受け取る請求書等が記載事項を満たして
いるか確認し、必要に応じて仕入先とも相談しましょう
〇 仕入先がインボイス発行事業者の登録を受けるかどうか事前に確認しましょう。

〇 何がインボイスとなるかについて、仕入先との間で認識を統一しておくことが重要です。

〇 必要に応じて価格の見直し等を相談しましょう。また、価格の見直し等の相談を受けることもあります。

□ 受け取った請求書等をどのように保存・管理するか検討しましょう

〇 請求書を、登録番号のありなしで区分して管理できるようにすることが重要です。

〇 免税事業者からの課税仕入れに係る経過措置（80％・50％控除）の適用を受けるには、区分記載請求書の保存が必要です。

〇 電子帳簿保存法のスキャナ・スマホ保存も検討しましょう。

□ 帳簿への記載方法や仕入税額の計算方法を検討しましょう
〇 インボイス制度の開始後も帳簿の記載事項は変わりません。

〇 インボイス保存不要な特例や免税事業者からの課税仕入れに係る経過措置の適用を受ける場合、その旨の記載が必要です。

〇 仕入税額の計算方法は、積上計算と割戻計算があります。(売上税額を積上計算すると仕入税額も積上計算が必要です。) 28



青色申告会と税務行政の連携・協調ならびに申告納税環境の変化

１ 青色申告会との連携・協調

２ インボイス制度

３ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

４ 定額減税

● 電子帳簿等保存制度

● 税務行政のＤＸ －税務行政の将来像2023－

● e-Taxの周知・利用勧奨
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帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

◆ 令和４年度税制改正により、記帳水準の向上に資する観点から、記帳義務の適正な履行を担保し、帳簿の
不保存や記載不備について未然に抑止するため、記帳義務を適正に履行しない納税者に課される過少申告加
算税又は無申告加算税（以下「過少申告加算税等」という。）の額について、その記帳義務の履行の程度に
応じてその額を加重する措置が整備されました。

◆ 具体的には、申告所得税、消費税等の税務調査において、税務職員から「売上げ（業務に係る収入を含
む。）に関する調査に必要な帳簿」の提示等を求められ、かつ、次のいずれかに該当する場合には、帳簿に
本来記載等すべき事項に関する申告漏れ等に対して課される通常の過少申告加算税等の割合が、10％又は
５％加重されることとされました。

【適用開始時期】

令和６年１月１日以後に法定申告期限が到来する所得税等について適用されることから、申告所得税、消費税等

については、原則、令和５年分から適用。

【対象者】

・ 事業所得、不動産所得、山林所得を生ずべき業務を行う事業者

・ 消費税の課税事業者

【帳簿の範囲】

所得税法、消費税法に基づき事業者が保存等をしなければならない帳簿のうち、次のものが対象となる。

・ 青色申告者が保存等をすべき仕訳帳及び総勘定元帳

・ 白色申告者が保存等をすべき売上帳等

・ 消費税課税事業者が保存等すべき帳簿（売上げが確認できる帳簿）

① 税務職員に帳簿の提示等をしなかった場合 +10％

② 帳簿への売上金額の記載等が、本来記載等すべき金額の２分の１未満だった場合 +10％

③ 帳簿への売上金額の記載等が、本来記載等すべき金額の３分の２未満だった場合
（②に該当する場合を除く。）

+５％
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本措置に関するパンフレット等のご案内

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/sonota/002

2009-072_02.pdf
掲載場所

制度概要に関するリーフレット

帳簿の提出がない場合の加算税の加重措置に関するQ＆A

https://www.nta.go.jp/publication/pamph/sonota/00

22009-072_01.pdf
掲載場所

本加重措置に関して適用上の留意点等を
取りまとめたＱ＆Ａを掲載しています。

本加重措置に関する概要を記載したリー
フレットを掲載しています。
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青色申告会と税務行政の連携・協調ならびに申告納税環境の変化

１ 青色申告会との連携・協調

２ インボイス制度

３ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

４ 令和６年分所得税の定額減税について

● 電子帳簿等保存制度

● 税務行政のＤＸ －税務行政の将来像2023－

● e-Taxの周知・利用勧奨
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定額減税の概要

「定額減税」とは、納税者本人とその扶養親族などの人数により算出される定額減税額を令和
６年分の所得税額及び個人住民税所得割額から差し引くことにより、所得税及び個人住民税の負
担を軽減する特例措置をいいます。

定額減税は、控除できる所得税額及び個人住民税所得割額がある方が対象となります。
なお、定額減税額がその人の所得税額や個人住民税所得割額を超える場合には、それ

ぞれその税額を限度として控除されます。
また、所得税額や個人住民税所得割額から定額減税額（定額減税可能額）

を控除しきれないと見込まれる場合は、控除しきれないおおよその額が市区
町村から給付されます。各種給付及び定額減税の全体像等に関しては、内閣
官房ホームページ「新たな経済に向けた給付金・定額減税一体措置」をご確
認ください。

内閣官房「新たな経済に
向けた給付金・定額減税
一体措置」

※ 本人、同一生計配偶者及び扶養親族はいずれも、居住者（後述）である方に限ります。

定額減税額 所得税 個人住民税

本人分 ３万円 １万円

同一生計配偶者又は扶養親族（注１、２） １人につき３万円 １人につき１万円

定額減税とは

33

（注１）同一生計配偶者とは、令和６年 1 2月 3 1日（納税者が年の中途で死亡し、又は出国する場合は、その死亡又は
出国の時）の現況で、納税者と生計を一にする配偶者（青色申告者の事業専従者として給与の支払を受ける人
及び白色申告者の事業専従者（以下「青色事業専従者等」といいます。）を除きます。）で、年間の合計所得
金額（後述）が48万円以下の人をいいます。

（注２）扶養親族とは、令和６年 1 2月 3 1日（納税者が年の中途で死亡し、又は出国する場合は、その死亡又は出国の
時）の現況で、納税者と生計を一にする親族（配偶者及び青色事業専従者等を除きます。）で、年間の合計所
得金額が48万円以下の人をいいます。

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/benefit2023/index.html


定額減税の概要

令和６年分の所得税に係る合計所得金額（注１）が1,805万円以下である居住者（注２） の方が対
象です。

所得税の定額減税の対象となる方

（注１）合計所得金額とは、純損失や雑損失などの繰越控除の適用がないものとして計算した総所得金額、退
職所得金額、山林所得金額、特別控除前の土地建物等の譲渡所得や株式等譲渡所得などの合計額をいい
ます。

（注２）居住者とは、国内に住所を有する個人又は現在まで引き続いて１年以上居所がある個人をいいます。
居住者以外の個人である「非居住者」は定額減税の対象とはなりません。
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所得税の定額減税の実施方法

《確定申告における控除》

○ 原則として、令和６年分の所得税の確定申告（令和７年１月以降）の際に、所得税の額か
ら定額減税額を控除します。

《予定納税における控除》

○ 予定納税の対象となる方については、確定申告での控除を待たずに、令和６年６月以後に
通知される令和６年分の所得税に係る第１期分予定納税額（７月）（注）から本人分に係る定
額減税額に相当する金額が控除されます。
（注） 特別農業所得者（農業所得の金額に係る一定の要件を満たすものとして申告等をしている方）に

ついては、第２期分予定納税額（11月）となります。

○ 同一生計配偶者又は扶養親族に係る定額減税額に相当する金額については、予定納税額の
減額申請の手続により第１期分予定納税額又は（第１期分予定納税額から控除をしてもなお
控除しきれない部分の金額が）第２期分予定納税額から控除されます。

事業所得者・不動産所得者等に対する実施

減額申請の期限 納期限（振替日）

第１期分予定納税 令和６年７月31日（水） 令和６年９月30日（月）

第２期分予定納税 令和６年11月15日（金） 令和６年12月２日（月）

➢ 確定申告の際には、予定納税額も踏まえて、最終的な年間の所得税額と定額減税額との
精算を行うこととなります。
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チャットボットのご案内

税務職員ふたば

所得税などのご質問に「税務職員ふたば」

が回答します。

▶税務相談チャットボット

▶国・地方共通相談チャットボット（デジタル庁・総務省）

個人住民税などのご質問に

「Govbot（ガボット）」が回答します。

がぼたん
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青色申告会と税務行政の連携・協調ならびに申告納税環境の変化

１ 青色申告会との連携・協調

２ インボイス制度

３ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

４ 定額減税

● 電子帳簿等保存制度

● 税務行政のＤＸ －税務行政の将来像2023－

● e-Taxの周知・利用勧奨
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経理に関するお悩み 電子帳簿等保存制度で経理のデジタル化

そのお悩み、電子帳簿等保存制度が解決！

(できることの例)

⚫ もっとスピーディーに経理処理できる

⚫ 経理のデジタル化を通じて生産性を向上

⚫ 経理担当のテレワーク推進

Q. そもそもどんな制度？ Q. 具体的に何が便利に？
Q. 紙で帳簿･書類を保存し

ている私には関係ない？

A. このような場合に関する
ルールを定めています。

⚫ 会計ソフトで作った帳
簿を、プリントアウト
せずにデータのままで
保存

⚫ 経費の領収書やレシー
トをスマホで撮影して
経理処理･保存

A. このようなことができる
ようになります。

⚫ 紙をファイリングする
手間や保存スペースが
不要に

⚫ 日付や取引先名で検索
できるので、探したい
書類がすぐに見つかる

⚫ データ上で経理処理が
できるので、経理担当
もテレワークができる

A. いいえ、紙で帳簿･書類
を保存している方にも関
係があります。

PDF等のデータで受け
取った請求書などについ
ては、ルールに基づいて
保存していただくことが
必要です。

こんなお悩み、ありませんか？

「もっと経理を楽にやりたい」

「経営状況をリアルタイムに把握したい」

「わざわざ出勤して請求書等を処理している」
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処理番号 利用日 利用金額 名目 

J00000000001 2020/04/01 5,000 ○○○ 

J00000000002 2020/04/01 3,000 ××× 

J00000000003 2020/04/02 4,000 △△△ 

 

ご対応いただく必要がある制度

利用したい方が利用する制度

電子帳簿等
保存

① 電子帳簿等保存【希望者のみ】

ご自身で最初から一貫してパソコン等で作成している帳簿（会計ソフトで作成している仕訳帳等）や国税関係書類（パソ
コンで作成した請求書等の控えや決算書等）については、プリントアウトして保存するのではなく、一定の要件の下で電
子データのまま保存等ができる。〔平成10年度税制改正で創設〕

② スキャナ保存【希望者のみ】

決算関係書類を除く国税関係書類（取引先から受領した紙の領収書・請求書等）については、その書類自体を保存する代
わりに、一定の要件の下でスマホやスキャナで読み取った電子データを保存することができる。〔平成17年度税制改正で
創設〕

⚫ 電子帳簿等保存制度とは、税法上保存等が必要な「帳簿」や「領収書･請求書・決算書など（国税関係書類）」
を、紙ではなく電子データで保存することに関する制度。

⚫ 記録の改ざんなどを防止する観点から、保存時に満たすべき一定の要件が電子帳簿保存法で定められています。

③ 電子取引データ保存【法人・個人事業者は対応が必要です】

申告所得税･法人税に関して帳簿･書類の保存義務が課されている者は、注文書･契約書･送り状･領収書･見積書･請求書な
どに相当する電子データをやりとりした場合には、一定の要件の下でその電子データ（電子取引データ）を保存すること
が必要。〔平成10年度税制改正で創設〕

保 存

電子帳簿等保存制度の概要

記帳・保存

スキャナ
保存

電子取引
データ保存

処理番号 利用日 利用金額 名目 

J00000000001 2020/04/01 5,000 ○○○ 

J00000000002 2020/04/01 3,000 ××× 

J00000000003 2020/04/02 4,000 △△△ 

 

スキャン

取引情報
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電子帳簿等保存制度の見直し（令和５年度改正）【ポイント】

○ 経済社会のデジタル化を踏まえ、経理の電子化による生産性の向上、テレワークの推進、税務情報のデジタル化、優良な電子帳簿の普及・一般化に資する観点

から、電子取引の取引情報に係るデータや所得税、法人税、消費税等の帳簿書類を電子的に保存するための手続について、以下の見直しを行う。 （令和６年１月１

日以後適用）。

⑴ 電子取引の取引情報に係る電磁的記録（電子取引データ）の保存制度の見直し

改正前 改正後

○ 令和５年12月31日までに電子取引を行う場合には、事実上、電子取引
データを出力することにより作成した出力書面の提示・提出の求めに応じ
ることができるようにしておくことをもって、その電子取引データの保存
に代えることができる。（経過措置）

（原則：保存要件に従って、電子取引データを保存しなければならない。）

○ 改正前の経過措置は、適用期限（令和５年12月31日）の到来をもって廃止。
○ 相当の理由があると認める場合（事前手続不要）、その電子取引データの出力

書面の提示・提出の求め及びその電子取引データのダウンロードの求めに応じる
ことができるようにしておけば、保存要件を不要として、電子取引データの保存
を可能とする。

① 以下の要件を充足した検索機能を確保しておく必要
㋑日付・金額・取引先を検索条件として設定できること
㋺日付又は金額の範囲をして条件を設定できること
㋩２以上の任意の項目を組み合わせて条件を設定できること

② ダウンロードの求めに応じることで、上記㋺・㋩の要件が不要となり、
さらに「売上高１千万円以下」の事業者は全て不要。

① 電子取引データの出力書面の提示・提出の求め（日付等ごとに整理が必要）及
び電子取引データのダウンロードの求めに応じることで、検索機能の確保の要件
は不要。

② 左記②の売上高基準を「５千万円以下」に引き上げ。

⑵ スキャナ保存制度の見直し

改正前 改正後

○ 主に以下の要件を充足して保存を行う必要
・入力期間の制限 ・入力者等情報の確認
・検索機能の確認 ・読み取った際の情報の保存
・ヴァージョン管理 ・帳簿との相互関連性

① 記録事項の入力を行う者等の情報を確認できるようにしておくことを不要
② スキャナで読み取った際の情報（解像度・階調・大きさ）の保存を不要
③ 帳簿との相互関連性を求める書類を重要書類に限定

※ 重要書類：資金や物の移動に直結・連動する書類（契約書、領収書、請求書等）

⑶ 国税関係帳簿書類の電磁的記録等による保存制度の見直し（優良な電子帳簿の範囲の見直し）

改正前 改正後

○ 過少申告加算税の軽減措置の対象となる優良な電子帳簿の範囲に
ついては「仕訳帳、総勘定元帳その他必要な帳簿（全て）」とされ
ている。

○ 「その他必要な帳簿」について、申告に直接結びつきやすい経理誤り全
体を是正しやすくするかという観点から、帳簿の範囲を合理化・明確化。
・売上帳、仕入帳、経費帳、売掛帳、買掛帳
・受取手形記入帳、支払手形記入帳、貸付帳、借入帳、有価証券受払い簿、
・固定資産台帳、繰延資産台帳 等

＜※対象から除外される帳簿の具体例：現金出納帳、当座預金出納帳、賃金台帳＞
（注）所得税の場合、賃金台帳も対象となる。

40※ 財務省主税局作成資料を一部改変



過少申告加算税の軽減措置を受けるために優良な電子帳簿として作成する必要がある帳簿の範囲

41

わかりやすく整理すると…

①仕訳帳、②総勘定元帳、③その他必要な帳簿（以下の記載事項に係るものに限定）

「優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置」の対象となる帳簿の範囲



令和５年度改正に関するパンフレットのご案内

42

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/08.htm#a0023003-

082
掲載場所

令和５年度税制改正による電子帳簿等保存制度の見直しについて、主なポイントをまとめた
パンフレットを国税庁ホームページの電子帳簿等保存制度特設サイトに掲載しています。

42

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/08.htm#a0023003-082


それぞれの制度のポイントについては、特設サイトに掲載の
パンフレットで確認することができます。

掲載場所へは、特設サイトの パンフレット・紹介動画 または
以下のQRコードからアクセスできます。

国税庁 電子帳簿等保存制度特設サイト で検索

国税庁ホームページのご案内

特設サイトでは、取扱通達やQA（一問一答）などを、３つの制
度ごとに調べることができます。

特設サイト

各制度のポイントがわかるパンフレット

43
43

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/08.htm
https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/tokusetsu/index.htm


青色申告会と税務行政の連携・協調ならびに申告納税環境の変化

１ 青色申告会との連携・協調

２ インボイス制度

３ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

４ 定額減税

● 電子帳簿等保存制度

● 税務行政のＤＸ －税務行政の将来像2023－

● e-Taxの周知・利用勧奨
44



＊ 納税者情報の取扱いや情報セキュリティの確保にも万全を期す。
＊ デジタルに不慣れな方も含めたあらゆる納税者に対して効率的で使い勝手の良いサービスを提供することを目指す。
＊ 将来像実現に向けて、「内部事務のセンター化」やシステムの高度化、人材育成等のインフラ整備にも取り組む。

◆ 税務手続のデジタル化や業務におけるデータの活用など、税務行政のデジタル・トランスフォーメー
ション（デジタルを活用した、国税に関する手続や業務の在り方の抜本的な見直し）に取り組みます。

◆ 事業者の業務のデジタル化を促進することにより、税務を起点とした社会全体のＤＸを推進します。

国税庁は、「適正・公平な課税・徴収の実現」に加え「社会全体のＤＸ推進」の観点からも

社会に貢献します。

デジタル関係施策の
周知・広報

他省庁との連携・協力
関係団体等との
連携・協力

租税回避

消費税の適正課税

大口・悪質事案

課税・徴収事務の効率化・高度化

課税・徴収の効率化・高度化

（ＡＩ・データ分析の活用）

（オンラインツール等の活用）

関係機関への照会等のデジタル化

＜“データの活用”の徹底＞

納税者の利便性の向上

申告（納付・還付）、年末調整の簡便化

申請等の簡便化／

自己情報のオンライン確認

検索性向上／相談の高度化

＜“納税者目線”の徹底＞

日常使い慣れた

デジタルツール

から簡便に手続

できる環境構築

あらゆる税務手続が

税務署に行かずに

できる社会

税務手続の
あるべき姿の

実現

富裕層の適正課税

事業者のデジタル化促進

組織としての
パフォーマンスを

最大化

特に必要性の高い

分野や悪質な事案等

に重点化

「適正・公平な課税・徴収の実現」に加え「社会全体のＤＸ推進」の観点からも社会に貢献

税務データの学術研究目的活用
※「課税・徴収事務」以外の税務データ活用

税務行政の将来像

税務行政のデジタル・トランスフォーメーション －税務行政の将来像 ２０２３－
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税務行政に関わる各プレイヤーの役割（イメージ）

企業個人事業主

取引先 取引

記帳

国税当局

行政機関

調
査
等

申
請
・
届
出

申
告
・
納
税

調
べ
る
・
相
談

関係民間団体

連携・協力

連携・協力・照会

【納税者の利便性の向上】
申告（納付・還付）、年末調整の簡便化
申請等の簡便化／自己情報のオンライン確認
検索性向上／相談の高度化

【事業者のデジタル化促進】
受発注や請求、決済をデジタルで
⇒取引データは電子帳簿等保存制度に対応

従業
員

【課税・徴収の効率化・高度化】
ＡＩ・データ分析の活用
オンラインツール等の活用

他省庁との連携・協力

関係機関への照会等のデジタル化

納税者

金融機関等

金融機関
生命保険会社 等

ＢＡＮＫ

帳
簿
書
類
等
の
提
出

照会回答

年末調整

◆ 税務行政は、実に多様な関係者が関わることで成り立っています。

◆ これらの関係を踏まえた上で、一部分だけでなく、全体を俯瞰し全体最適を実現する観点からＤＸを推進
することが重要です。

税理士

連携・協力

取引照会

Ⅰ 目指す姿と取組の方向性

関係団体等との連携・協力
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税務行政のＤＸ推進における国税当局の役割（イメージ）

他省庁、自治体

関係民間団体
金融機関等

ＢＡＮＫ

開発ベンダー

国税当局

納税者（個人・法人）

【使命】
納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現する。

【税務行政ＤＸ】
デジタルを活用した、国税に関する手続や業務の在り方の抜本的な見直し
⇒「あらゆる税務手続が税務署に行かずにできる社会」
「課税・徴収を効率化・高度化し、組織としてのパフォーマンスを最大化」

・税務行政のあるべき姿を能動的にデザイン
⇒ 日常使い慣れたデジタルツールから簡便に手続できる環境構築
⇒ 課税・徴収等は特に必要性の高い分野や悪質な事案等に重点化

・あるべき姿の実現に向けて、納税者の利便性向上に資する施策を直接講じ
るほか、官民の各機関とも協働してデジタル化を促進

デジタルの活用により、簡単・便利に、効率的で誤りのない申告・納税の実現

適正申告実現に向けたサポート

適正申告実現に向けたサポート
税理士業務のＩＣＴ化を推進税務・会計ソフトの提供

金融所得の源泉徴収

給与所得の源泉徴収／年末調整
税に関する周知・広報

／納税者に対する情報提供

デジタルプラットフォームの構築 デジタルツールによる納税者のサポート 官民の関係機関との連携

雇用主

国税庁
ホームページ

タックス
アンサー

チャットボットe-Tax 確定申告書等
作成コーナー

民間税務ソフト
会計クラウドマイナポータル

税務行政のあるべき姿（グランドデザイン）の実現に向けて各主体と連携・協働 ／ 不断の見直し・改善にも取り組む

課税
・
徴収

注
力

必
要
性
の
高
い
分
野
・

悪
質
な
事
案
等

◆ 税務行政のあるべき姿（日常使い慣れたデジタルツールから簡便に手続できる環境構築／課税・徴収等
は特に必要性の高い分野や悪質な事案等に重点化）の実現に向けて、税務行政のＤＸを推進します。

◆ デジタルの活用により、簡単・便利に、効率的で誤りのない申告・納税を実現できる環境を目指します。

税理士

Ⅰ 目指す姿と取組の方向性
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他省庁等とも連携
民間企業の活力・創意工夫も取り入れ

税務手続のデジタル化

他省庁・民間企業・関係民間団体等とも連携

事業者の業務のデジタル化を促進

◆ 税務手続のデジタル化だけでなく、事業者の業務のデジタル化を併せて促進することにより、経済取引
のデジタル化につなげていきます。これにより、事業者が日ごろ行う事務処理の一貫したデジタル処理が
可能となり、生産性の向上等といった効果も期待されます。

◆ 他の事業者のデジタル化も促され、“デジタル化の推進が更なるデジタル化につながる好循環”が生み
出されることを通じて、社会全体のＤＸ推進につながり、社会全体にデジタル化のメリットが波及するこ
とが期待されます。

事務処理の一貫したデジタル処理が可能に

正確性の向上、生産性の向上

税務手続の

デジタル化
業務のデジタル化

経済取引の

デジタル化

“デジタル化の推進が更なるデジタル化につながる好循環”

社会全体のＤＸ推進

社会全体にデジタル化のメリットが波及

税務を起点とした社会全体のＤＸの推進（イメージ） Ⅰ 目指す姿と取組の方向性

国税当局
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納税者の利便性の向上 ＜“納税者目線”の徹底＞ 取組概要

申告（納付・還付）、年末調整の簡便化

Ⅱ 納税者の利便性の向上

◆ 普段は税になじみのない方でも、日常使い慣れたデジタルツール（スマートフォン、タブレット、パソコ
ンなど）から簡単・便利に手続を行うことができる環境構築を目指すなど、これまで以上に“納税者目線”
を大切に、各種施策を講じます。

◆ そのためのアプローチとして、実際に納税者が「申告要否や手続を調べ、相談し、申告・納付する」と
いった一連の流れ全体を俯瞰し、最適なＵＩ/ＵＸの改善を図っていくため、想定される典型的な納税者像
（ペルソナ）を設定し、当該ペルソナが税務手続を行う際のカスタマージャーニーを具体化することで現状
の問題点を可視化し、改善策を検討していきます。

◆ 具体的な施策としては、以下のとおり、「日本版記入済み申告書」（書かない確定申告）の実現に向けた
自動入力項目の拡大等の申告や申請等手続の簡便化、検索や相談のデジタルを活用した高度化等に取り組み
ます。

➢給与情報等の自動入力（申告手続の簡便化）

→申告に必要なデータを自動的に取り込むことで、数回の

クリック・タップで申告が完了する仕組み（「日本版記

入済み申告書」）の実現

➢ e-TaxのＵＩ/ＵＸ改善

→各種e-Taxソフトの統合による導線の整理

➢キャッシュレス納付の推進、公金受取口座を利用した還付

➢年末調整手続の簡便化

申請等の簡便化／

自己情報のオンライン確認

➢ e-Taxの「マイページ」の

充実

➢納税証明書のオンライン

取得・納税情報の添付自

動化

検索性向上／相談の高度化

➢オンライン相談の充実

→チャットボットの充実、ホーム

ページの検索性向上

➢電話相談の高度化・利便性向上

➢ＳＮＳ（国税庁公式ＬＩＮＥ）を

利用した情報の配信
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課税・徴収事務の効率化・高度化等 ＜“データの活用”の徹底＞ 取組概要

◆ データは、智恵・価値・競争力の源泉であるとともに、課題先進国である日本の社会課題を解決する切
り札と位置付けられています。税務行政においても、データを活用して（データの活用を前提として）事
務を効率化・高度化しつつ、ＢＰＲにも取り組んでいくことが重要であると考えています。

◆ このため、課税や徴収の場面も含めて、業務に当たってはデータを積極的に活用するほか、オンライン
ツールについても積極的に活用します。地方公共団体や金融機関等、他の機関への照会等もデジタル化を
進めることで、データによる情報のやり取りを拡大していきます。

◆ なお、データの活用という観点では、税務データの学術研究目的の活用についても検討を進めています。

ＡＩ・データ分析の活用

➢申告漏れの可能性が高い

納税者等の判定

➢滞納者ごとに接触できる

可能性の高い接触方法の

予測、架電履歴等を分析

した応答予測

オンラインツール等の活用

➢税務調査におけるWeb会

議システムの活用（リ

モート調査）

➢ e-Taxやオンラインスト

レージサービスを利用し

た帳簿書類のデータによ

る受け渡し

関係機関への照会等の
デジタル化

➢国・地方間のデータ連携の対象範

囲拡大

➢金融機関等に対する預貯金等のオ

ンライン照会の拡大

➢外国税務当局との情報交換により

得られるデータの活用、連携・協

調の拡大・強化

税務データの
学術研究目的活用

➢税務大学校との共

同研究

➢匿名データの提供

➢会社標本調査の充

実

Ⅲ 課税・徴収事務の効率化・高度化等
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事業者のデジタル化促進 取組概要 Ⅳ 事業者のデジタル化促進

◆ 事業者の取引全体のデジタル化、会計・経理全体のデジタル化等を強力に推進することは、政府全体と
して取り組む重要な課題の一つとされています（※）。

◆ 事業者が日頃行う事務処理（経済取引に関連するもの、バックオフィスで処理するもの）について、一
貫してデジタルで完結することを可能とすることにより、事業者は単純誤りの防止による正確性の向上や
事務の効率化による生産性の向上等といった大きなメリットを享受できることが期待されます。

◆ このため、税務手続のデジタル化と併せて、事業者の業務のデジタル化を促す施策にも取り組んでいき
ます。

◆ 経済取引と業務がデジタル化され、税務処理も含めて一貫して効率的にデジタル処理できる環境を整備
することにより、事業者の正確性向上等を実現するとともに、結果として他の事業者のデジタル化も促さ
れ税務手続も業務も更なるデジタル化が進むという、“デジタル化の推進が更なるデジタル化につながる
好循環”を生み出すことで、社会全体のＤＸ推進につながり、社会全体にデジタル化のメリットが波及す
ることが期待されます。

◆ 国税庁としては、事業者のビジネスプロセス全体をデジタル化するという視点に立ち、取組の先には社
会全体のＤＸ推進にも貢献するという社会的な意義が存することも念頭に置きながら、事業者の業務のデ
ジタル化推進に取り組んでまいります。

デジタル関係施策の周知・広報

➢国税に関するデジタル関係施策に

ついて網羅的に周知・広報

関係団体等との連携・協力

➢デジタル化共同宣言やキャッシュ

レス納付推進宣言など事業者のデ

ジタル化機運の醸成

他省庁との連携・協力

➢デジタルインボイスの普及、事業

者のデジタル化を支援する施策の

広報

※「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５年６月９日閣議決定）（抄）第３-２ 各分野における基本的な施策 ４．産業のデジタル化 ⑶ 中小企業のデジタル化の支援
「ＩＴ導入補助金を通じて、電子インボイスへの対応を含む取引全体のデジタル化、会計・経理全体のデジタル化等を強力に推進し、クラウドサービス利用やハードの調達を支援するとともに、
複数社で連携した取組や、人手不足への対応も含む労働生産性の向上を目的とする業務効率化やＤＸに向けて行うＩＴツールの導入を支援する。」
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会計ソフト・電子帳簿

事業者の業務のデジタル化（概念図）

取引先

企業

個人事業主

ＢＡＮＫ
金融機関等

納
税
者

関
係
先

ＢＡＮＫ

③申告・納税②支払・入金①受発注・納品・請求フェーズ

試
算
表
作
成

記帳・自動消込

全銀ＥＤＩ

見積データ 納品データ

決
算

申
告

納
税

関係民間団体
税理士

受注データ

ＥＤＩ

見積データ 発注データ

請求データ

請求データ

入金データ

振込依頼
他省庁
自治体

国税当局

連携

照合

検収データ 支払データ

ＥＤＩ

税務手続のデジタル化と併せて、経済取引や業務もデジタル化することにより、事業者が日頃行う事務
処理の一貫したデジタル処理が可能となり、単純誤りの防止による正確性の向上や事務の効率化による生
産性の向上等といったメリットを享受できるものと考えられます。

Ⅳ 事業者のデジタル化促進

各フェーズの施策 ・デジタルインボイス（インボイス制度） ・e-Tax（自宅からのe-Tax・完全e-Tax）
・マイナポータル連携（給与の源泉徴収票含む）
・クラウドサービス等を利用した法定調書の提出
・キャッシュレス納付・納税情報の添付自動化
・公金受取口座の登録・利用
・国・地方のデータ連携

【共通】電子帳簿保存法、ＩＴ導入補助金

（その他事業者のデジタル化促進のための施策）
・マイページで自己情報の確認、タックスアンサー・チャットボット、年末調整の電子化、マイナンバーカード取得促進
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青色申告会と税務行政の連携・協調ならびに申告納税環境の変化

１ 青色申告会との連携・協調

２ インボイス制度

３ 帳簿の提出がない場合等の加算税の加重措置

４ 定額減税

● 電子帳簿等保存制度

● 税務行政のＤＸ －税務行政の将来像2023－

● e-Taxの利用勧奨及び事業者のデジタル化促進
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国税庁 法人番号 7000012050002 令和６年６月

ー e-Tax ってこんなに便利 ー

ー こんな場面で こんなに便利 ー

源泉徴収票
情報の自動入力

事業主の方が源泉徴収
票のデータをe-Taxで
提出すれば、従業員の
方の確定申告の際に給
与情報が自動で入力さ
れ、申告手続が簡単に

●

確定申告
（個人の方）

生命保険料控除証明書な
どの添付書類は、e-Tax
で入力・送信すれば提
出・提示が不要

●

自宅からe-Taxで提出さ
れた還付申告は、３週
間程度で還付

●

納付手続

キャッシュレス納付で、
金融機関や税務署など
の窓口に行かずに、
PCやスマートフォン
で納付すれば、現金や
納付書が不要に

● 税務署の窓口に行かずに
スマートフォンで納税証
明書の交付請求から受取
まで可能

●

納税証明書（PDF形式）
は何度も使用でき、書面
で何枚でも印刷可能

●

納税証明書
の交付請求

手数料がお得●

１税目１年度１枚あたり
e-Tax：370円 書面：400円

※

申告・納税は e-Tax で手続を！！

24時間

いつでもどこで
も利用可能！

添付書類も
オンライン提出
郵送不要！

マイナポータル
連携で自動入力
手間いらず！

データで保存
ペーパーレスで
すっきり！
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申告・納税と一緒に日々の業務もデジタル化 しませんか？

ー デジタル化すると こんないいこと ー

－ クラウド会計ソフト － － デジタルインボイス －

事業所でも自宅でも、どこでもアクセス可能！●

銀行口座やクレジットカードなどのデータを自動連携可能！●

標準化されたデータだから、相手方のシステムを問わず自動処理
が可能！

●

クラウド会計ソフトと連携すれば、自動で仕訳も可能！●

ー デジタル化の 強い味方 ー

ー 補助金も活用できます ー

中小企業・小規模事業者のみなさまがＩＴツール導入時にご活用いただける補助金です。

－ ＩＴ導入補助金 －

詳しくは 国税庁ホームページ「事業者のデジタル化促進」コーナー をご覧ください

●

● インボイス枠（インボイス対応類型）なら、会計ソフト等に加え、PC等のハードウェア導入費用にも利用可能です。

安価なITツールの導入にも活用可能であり、小規模事業者の場合、導入費用の最大80％（中小企業の場合75％）補助されます。●

上記のほか、年末調整の電子化や電子帳簿等保存制度など、デジタル化に役立つ施策・制度を紹介しています

連携したデータは自動で仕訳可能！● デジタル処理で、入力ミスも防げる！●
ペーパーレスですっきり！●

オンライン化で

リモートワーク
に対応

データ連携で
生産性向上

リアルタイムで
経営分析

データで保存
ペーパーレスで

すっきり

（注）本内容はIT導入補助金2024の内容です。詳しくは、「サービス等生産性向上IT導入支援事業事務局ポータルサイト」をご確認ください。

詳しくはIT導入補助金事務局ホームページをご確認ください。●

（注）デジタルインボイスに対応したサービスについては、デジタルインボイス推進協議（EIPA）
ホームページをご確認ください。

（注）具体的なソフトについては、各ソフトウェア会社にお問い合わせください。

税理士等とリアルタイムで経営状況が共有できる！●
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